
1

自然災害と自衛隊の災害派遣活動
ー新潟県中越地震の例ー

防衛大学校

建設環境工学科

香 月 智

派遣体制の早期確立

11月23日の対応
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阪神大震災（1995年１月17日）
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阪神大震災

中越地震

阪神大震災の教訓から改善されたこと（１）

市町村長による派遣要求が可能

以前は、自衛隊に災害派遣を要請できるのは、
都道府県知事相当の者だけであったが、阪神
大震災以後は、「市町村長は、都道府県知事
に災害派遣を要請するよう要求できるとともに、
要求が困難な場合には、直接自衛隊に通知で
きるようになった。この通知に従って、自衛隊
の部隊長が必要と判断すれば自主派遣が行
われるようになった。端的にいうと、市町村長
の災害派遣要求をきっかけとして災害派遣活
動を開始できるようになった。

災害派遣要請手続きの簡略化
従来は、知事等が派遣要請をする際に、派遣を「必要
とする」期間や「派遣を希望する人員、船舶、航空機等
の概数」を明らかにする必要があった。これでは、知事
（もしくは、補佐する行政官）が、自衛隊の運用知識を
有したうえで、要請をおこなうようになっている。事実上
は、そのような知識を有する者が存在するはずがない
ので、要請を行う前に、自衛隊側と事前調整を行う必
要が生ずる。このような、事務処理は無用に意思決定
の時間を費やすことになり、危機管理上最も戒めるべ
きことである。このため現在は、派遣を「希望する」期間
を示すこととし、派遣を希望する人員装備については、
明示する必要がない。すなわち、運用の専門知識を有
する自衛隊に判断を委ね、派遣してほしい旨を述べれ
ばよいことになっている。

阪神大震災の教訓から改善されたこと（２）
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阪神大震災の教訓から改善されたこと（３）

自主派遣の判断基準を明確化

従来も、知事の災害派遣要請がなくても、
自主派遣が可能であった。しかし、その
具体的な判断基準を提示していなかった
ため、指揮官が躊躇する傾向があった。
しかし、阪神大震災以降、防衛庁防災業
務計画に、人命救助、災害派遣のための
情報収集などの具体的な自主派遣の判
断基準を明記して、適切な自主派遣を促
すよう体系が整備された。

阪神大震災の教訓から改善されたこと（４）

航空法の適用除外

一般に、自衛隊の航空機も航空法の適用を受けてい
る。従来は、災害派遣要請後においてのみ、航空法の
適用除外が可能であった。これでは自主派遣時には適
切な行動を束縛されることがあった。例えば、地震発生
後に偵察飛行したヘリコプターが、低空飛行することが
許されていないため、詳細な被災情報を得ることがで
きなかったこともある。このため、自主派遣の段階から
自衛隊航空機の運行について、航空法の適用を一部
除外できることになり、例えば、中学校に着陸したり、
原子力施設上空で消火活動したり、山中を低空で人員
捜索できるようになった。

阪神大震災の教訓から改善されたこと（５）

その他

大震災時には、道路上に放置された車
両や倒壊物の一部などが、部隊の移動
や活動を妨げることがある。従来は、所
有者の合意を得ることが必要なため事実
上、移動や撤去が出来なかったが、改訂
後は、警察官がいない場合には、状況に
応じて移動・撤去等ができるようになった。

阪神大震災の教訓から改善されたこと

自主派遣の判断基準明確化

市町村長からの要請

（知事へ、もしくは自衛隊へ）権限付与

派遣時の権限

人命危険防止→立ち入り制限等

緊急車両通行→妨害車両の移動

消防活動等→土地の一時使用

防災電話の携帯電話化

国民の理解醸成

幸運：第12旅団
12旅団
（相馬原）

第2普通科連隊
（高田）

第13普通科連隊

（松本）

第30普通科連隊

（新発田）

第48普通科連隊

（相馬原）
第１２特科連隊

（宇都宮）
第１２へり隊
（相馬原）

第12後方支援隊
（新町）

高田

新発田

松本
新町

宇都宮相馬原

小千谷

妙見河川敷に開設されたヘリポート

山古志村
中学校

妙見
ヘリポート
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機動旅団（12旅団）

ヘリコプターを主体とした旅団

山古志村（地上接近路孤立） の救出

２４日～２５日 1250名

山古志村中学校グランドの状況山古志村からの住民避難

災害派遣部隊の全般状況災害派遣部隊の全般状況災害派遣部隊の全般状況

１０

人 員：約１３，３７４名

航空機：３６機

北部方面隊

東北方面隊

人 員：約９，１０３名

航空機：１８機

東部方面隊

人 員：約４，７０４名

航空機：２６機

中部方面隊

人 員：約７，６８５名

航空機 ：４１機

西部方面隊

人 員：約１０，８８０名

航空機 ：２９機

合 計

人 員：約４５，７４６名

航空機 ： １９８機

即 動 態 勢

１６

３

０

０

３

１

１

４

４

入浴セット入浴セット

０１７２７２西部方面隊

１，０３９

７

９

５

１９４

１０９

７３

００２５需 品 学 校

００１８通 信 団

１７１６４４，０６７合合 計計

４

０

２

０

１１

ヘヘ リリ

６２５

車車 両両炊事車炊事車人人 員員部部 隊隊

０５０第１ヘリ団

５１７８９中部方面隊

４５４２６東北方面隊

１４２３６北部方面隊

５２２，４５１東部方面隊

最最 大大 派派 遣遣 規規 模模 （（ １１１１ 月月 ３３ 日日 ））
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派遣規模の推移派遣規模の推移派遣規模の推移

派遣規模（延べ数）派遣規模（延べ数）
●●人人 員：１１５，９０３人員：１１５，９０３人
●●車車 両：両： ３０，５７１両３０，５７１両

●●航空機：航空機： ６００機６００機
●●炊事車：炊事車： ４，７９６両４，７９６両
●●入浴ｾｯﾄ：入浴ｾｯﾄ： ７１３式７１３式

人員人員

車両車両

航空機航空機

４

三島町

掘之内町
小千谷市

川西町

見附市

部隊の活動状況（給水）部隊の活動状況（給水）部隊の活動状況（給水）

（避難民５，０００名以上）

（避難民１０，０００名以上）

１ 市
水トレーラ×３

６ｔ３日

１１ｔ２日

１０ｔ１日

１１ｔ３１日

９２４ｔ累 計

８８６ｔ前週累計

派遣実績（給水）

１２

小千谷市（３ケ所）：
水トレ（車両）×３
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明徳高校

工業高校

福祉センター

大手高校

楓風セミナー

教育センター

長岡駅

部隊の活動状況（給食）部隊の活動状況（給食）部隊の活動状況（給食）
１３

栃尾市

越路町

小国町

小千谷市

川西町

山古志村

小千谷市

十日町市

川口町
（６カ所（川口小、老人ホーム、役
場、田麦山小、泉水小、和奈津
小））：炊事車×１７両（－２２）

越路町（１カ所（越路町役場））：
炊事車×３両

小千谷市
（５カ所（市役所、池原小、総合体
育館、岩沢小、東小千谷小））：
炊事車×１６両（＋１０）

長岡市

越路町 川口町

十日町（２カ所）：炊事車×１０両（＋
２）

東下組小

青少年運動公園

６市町２４カ所
野外炊事車×９０（＋９）

３３３，５０５食累 計

派遣実績（給食）

長岡市（８カ所）：炊事車×18両

堀之内町

堀之内町（２カ所（福祉センター、

宇賀地小学校））：炊事車×７両

※２日より、空自が炊事車４両で支援

悠久町

大手高校済美館

自隊炊事及び予備（長岡市、

川口町）：炊事車×１９両

給食支援数の推移
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(千食)
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明徳高校×１

農業高校×１

大手高校×１

長岡駅

部隊の活動状況（入浴）部隊の活動状況（入浴）部隊の活動状況（入浴）

小千谷市 入浴セット×５ （４カ所）：
（片貝センター×１、市総合体育館×１、

中学校×１、東小学校×２）

１４

越路町

小国町

小千谷市

川西町

山古志村

小千谷市

長岡市

越路町

堀之内町

入浴セット×１６
５市町１２カ所で支援中

長岡市 入浴セット×５
（４カ所）：

越路町 入浴セット×２ （１カ所）：

（越路海洋センター×２）

新産中央公園×２
高速インター近傍

川口町

４２，９８１人累 計

派遣実績（入浴）

堀之内町 入浴セット×２ （１カ所）：

（なんでも広場×２）

川口町 入浴セット×２ （２カ所）：
（川口町役場×１，河川敷×１）

入浴支援数の推移
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日

天幕の貸し出し 天幕貸し出し数の推移
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日

栃尾市長岡市

三島町

柏崎市

越路町

小国町 川口町

掘之内町

小千谷市

川西町

山古志村

見附市

長岡市

小千谷市

十日町市

部隊の活動状況（医療）部隊の活動状況（医療）部隊の活動状況（医療）

（避難民５０００名以上）

（避難民１００００名以上）

堀之内町上稲倉

（上稲倉コミュニティーセンター）

堀之内町新道島

（新道島避難所２カ所）

３カ所（－１）で巡回診療実施

Amb ×１両

医官×１

看護官×２

救護陸曹×５

計 ８名

中 病

装 備人 員部 隊

１８

１１１人累 計

派遣実績（医療）
堀之内町

音楽演奏会の開催
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危機管理について

志方 俊之 教授（関東支部講演会）

「土木技術者は、危機管理の天才であ
る」

松永 敏 前旅団長

「論理学から 社会学へ」

両者

「モード転換である」

指揮官の位置と初動

１７：５６から10分後 司令部立ち上げ

部隊は、自動的に招集開始

周辺の情報収集を開始

当面：全体状況の情報収集→現司令部不動

翌朝：新潟県庁へ移動

旅団長の直感

「阪神大震災より、（物理的）地震規模は大きい」

「自身の配下部隊だけで対応可能か」

「逐次戦闘力の投入による損耗回避」

当面の部隊運用

松本部隊：待機

新発田部隊：待機

群馬部隊：地上2系統から小千谷へ

高田部隊：地上4系統から小千谷へ

地上接近部隊は２１：３０着

情報収集と決心

地上部隊からの情報

ヘリからの情報

マスコミ情報

指揮官の関心

１） 倒壊と火災→人命・パニック

２） 情報ポケット（無事か極値か）

情報ポケットをつぶせ！

小千谷の場合

情報ポケット？？？

地上部隊からの報告：ひどい

23日（第1日夜）24時（発生から6時間後）

決心：翌朝から避難救出する

行動： 翌０４：００開始

300名を救出

ちなみに

それまでに ヘリの動員とポートを確定する

必要あり

危機管理と復興

不確定状況における対応

→危機管理（自衛隊）

被災状況の確定

→自治体
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まとめ

阪神大震災の教訓を経て、自衛隊の災害
派遣活動基盤は充実整備されつつある。

危機の持つ顔は、いつも異なるので、今回
と同じ方法が次回も通用するとは思えない。

危機管理は、人間によってなされるもので
あり、指揮官と指揮官に従う組織が必要で
ある。

関東大震災は、組織の問題以前に量の問
題として、自衛隊の対応力に問題がある。


